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令和７年度酒々井町下水道事業会計予算 

 
（総 則） 

第１条  令和７年度酒々井町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 
（１）接続戸数                    ９，１１５戸 
（２）年間総排水量              ２，６３３，９３８㎥ 
（３）一日平均排水量                 ７，２１６㎥ 

 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
 

収      入 
第１款 下水道事業収益             ４７７，６３５千円 

第１項 営 業 収 益            ４２０，１０５千円 
第２項 営 業 外 収 益             ５７，５３０千円 

 
支      出 

第１款 下水道事業費用             ５２９，０９５千円 
第１項 営 業 費 用            ５０９，３２４千円 
第２項 営 業 外 費 用             １４，７７１千円 
第３項 予 備 費              ５，０００千円 

 
（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額１４４，６３７千円は、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額８４，３１３千円及び過年度分損益勘定留保

資金６０，３２４千円で補てんするものとする。）。 
 

収      入 
  第１款 資 本 的 収 入              ７３，１１７千円 
   第１項 企 業 債             １７，０００千円 
   第２項 補 助 金             ３３，５３３千円 
   第３項 負担金及び分担金             ２２，５７４千円 
   第４項 その他資本的収入                  １０千円 
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支      出 

第１款 資 本 的 支 出             ２１７，７５４千円 
第１項 建 設 改 良 費            １４５，０６２千円 
第２項 企 業 債 償 還 金             ６７，６９０千円 

   第３項 その他資本的支出                  ２千円 
   第４条 予 備 費              ５，０００千円 
  
（債務負担行為） 
第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間、限度額は、次のとおりと定

める。 

事 項 期 間 限 度 額 

下水道料金調定・公営企業会計

システム等賃貸借業務委託

令和７年度から 
令和１０年度 

１６，９５９千円 

水洗便所改造資金利子補給
借入れの日から 
３０カ月以内 

借入残額の年利 4.0％以内 

 
 （企業債） 
第６条 

起債の目的 限度額 
起債の 
方法 

利率 償還の方法 

公共下水道

事業 
６，６００

千円 普通貸借 
又は 

証券発行 

年利 5.0％以内 
（ただし、利率見直し方

式で借り入れる政府資

金及び地方公共団体金

融機構資金について利

率の見直しを行った後

においては、当該見直し

後の利率） 

政府資金については、その

融資条件により、銀行その他

の場合にはその債権者と協

定するものによる。 
ただし、財政の都合により

据置期間及び償還期限を短

縮し、又は繰上償還もしくは

低利に借換えすることがで

きる。 

特定環境保

全公共下水

道事業 

１０，４００

千円

  
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 
  （１）消費税及び地方消費税の支出に充てる場合 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 
  （１）職 員 給 与 費                １５，９０５千円 
 

令和７年３月４日提出 
 

酒々井町長  小 坂  泰 久  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

酒 々 井 町 下 水 道 事 業 会 計 
 

予 算 に 関 す る 説 明 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収入

　　 款　　　　　　項　 　　　　　 目　　　　 予定額

1 下水道事業収益　　　　　　　　　　　　　　　 477,635

1　営業収益 420,105

1　下水道使用料 388,358

2　雨水処理負担金 31,356

3　その他営業収益 391

　　　　　　 2　営業外収益 57,530

1　受取利息 1

3　国庫補助金 13,000

3　他会計補助金 328

4　長期前受金戻入 44,201

支　出

   　 款　　　　    項　　　    　　目　　　　 予定額

1  下水道事業費用 529,095

1  営業費用 509,324

1　管渠費 24,706 光熱水費 17

通信運搬費 60

委託料 8,724

賃借料 14

修繕費 8,800

材料費 44

工事費 7,047

2　ポンプ場費 12,386 光熱水費 3,940

通信運搬費 548

委託料 4,598

修繕費 3,300

3　流域下水道維持管理費 175,157 負担金 175,157

4　業務費 19,872 委託料 19,872

5　総係費 48,159 給料 3,477

手当 2,775

令和７年度酒々井町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

備　　　　　考

（単位：千円）

備　　　　　考

減価償却費に含まれる補助金等相当分

佐倉市流入負担金

有収水量2,183,535㎥

雨水処理事業に係る一般会計負担金

下水道事業基金利息

公営企業操出基準に基づく一般会計補助金

内水浸水想定区域図作成事業に係る国庫補助金
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支　出

   　 款　　　　    項　　　    　　目　　　　 予定額

　地域手当 174

　通勤手当 155

　期末手当 796

　勤勉手当 668

　時間外手当 589

　休日勤務手当 50

　住居手当 336

特殊勤務手当 7

賞与引当金繰入額 504

報酬 155

法定福利費 1,417

旅費 460

備消品費 145

燃料費 32

通信運搬費 27

委託料 33,139

手数料 19

使用料及び賃借料 4,963

負担金 336

補助金 1

保険料 117

公課費 8

貸倒引当金繰入額 347

法定福利費引当金繰入額 96

自動車需用費 141

6　減価償却費 229,044 有形固定資産減価償却費 204,991

　構築物 199,973

　機械及び装置 4,868

　車両運搬具 78

　工具器具及び備品 72

無形固定資産減価償却費 24,053

（単位：千円）

備　　　　　考
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支　出

2　営業外費用 14,771

1　支払利息 7,604 企業債利息 7,603

水道会計長期借入金利息 1

2　支払い消費税 7,167

3　予備費 5,000

1　予備費 5,000

収入

　　 款　　　　　　項　 　　　　　 目　　　　 予定額

1 資本的収入　　　　　　　　　　　 73,117

1　企業債 17,000

1　企業債 17,000

　　　　　　 2　補助金 33,533

1　国庫補助金 30,550

2　他会計補助金 2,983

3　負担金 22,574

1　他会計負担金 20,165 一般会計負担金

2　受益者負担金及び分担金 2,409

4　その他資本的収入 10

1　その他資本的収入 10

支　　出

　　 款　　　　　　項　 　　　　　 目　　　　 予定額

1 資本的支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 217,754

　　　　　　 1 建設改良費　　　　　　　　　 145,062

　　　　　　　　　　　　　　1 下水道施設拡張費 128,441 給料 3,811

手当 2,778

　地域手当 191

　通勤手当 120

　期末手当 872

　勤勉手当 733

備　　　　　考

消費税及び地方消費税

（単位：千円）

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

一般会計補助金

（単位：千円）

備　　　　　考
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支　出

　時間外手当 805

　休日勤務手当 50

特殊勤務手当 7

法定福利費 1,647

旅費 5

備消品費 121

委託料 51,950

使用料及び賃借料 846

工事費 64,179

補償費 3,100

公課費 4

2　流域下水道建設費負担金 10,641 負担金 10,641

3　固定資産購入費 5,980 土地購入費 5,980

2　企業債償還金 67,690

1　企業債償還金 41,690 企業債償還金 41,690

2　他会計借入金償還金 26,000 水道事業会計借入金 26,000

3　その他資本的支出 2

1　その他資本的支出 2 積立金、返還金

4　予備費 5,000

1　予備費 5,000

（単位：千円）
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（単位：千円）

１業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 49,980

減価償却費 229,044

引当金の減少額（△は減少） 105

長期前受金戻入額 △ 44,201

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 7,604

未収金の増減額（△は増加） △ 5,920

未払金の増減額（△は減少） 540

小計 137,191

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 7,604

業務活動によるキャッシュ・フロー 129,588

２投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 145,062

投資その他の資産の取得による支出 △ 1

国庫補助金等による収入 33,533

負担金及び分担金による収入 22,574

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 88,956

３財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 17,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 67,690

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 50,690

資金増加額（又は減少額） △ 10,058

資金期首残高 528,228

資金期末残高 518,170

令和７年度酒々井町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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１　総　括

職 員 数 法定福利費 合     計

一 般 職 給     料 手     当 計

(人) (千円) (千円) （千円) (千円) (千円)

本 損益勘定支弁職員 1 3,477 2,775 6,252 1,417 7,669

年 資本勘定支弁職員 1 3,811 2,778 6,589 1,647 8,236

度 合 　　     　計 2 7,288 5,553 12,841 3,064 15,905

昨 損益勘定支弁職員 1 3,095 2,445 5,540 1,597 7,137

年 資本勘定支弁職員 1 3,670 2,626 6,296 2,385 8,681

度 合 　　     　計 2 6,765 5,071 11,836 3,982 15,818

比 損益勘定支弁職員 0 382 330 712 △ 180 532

　 資本勘定支弁職員 0 141 152 293 △ 738 △ 445

較 合　 　     　計 0 523 482 1,005 △ 918 87

扶養手当 管理職手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当

(千円) (千円) (千円) (千円) （千円) (千円)

本　　年　　度 0 0 365 1,668 1,401 1,394

当 前　　年　　度 0 0 407 1,498 1,253 1,202

比　　　　　較 0 0 △ 42 170 148 192

通勤手当 住居手当 休日勤務手当 特殊勤務手当

内 (千円) (千円) (千円) (千円)

本　　年　　度 275 336 100 14

前　　年　　度 275 336 100 0

比　　　　　較 0 0 0 14

２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増 減 額　(千円)

523 給与改定に 256

伴う増減分

昇給に伴う 113

増 減 分

その他の 154 職員数の移動状況

増 減 分

482 制度改正に 93 地 域 手 当 △ 57

期 末 手 当 78

伴う増減分 勤 勉 手 当 72

その他の 389 地 域 手 当 15

増 減 分 期 末 手 当 92

勤 勉 手 当 76

時 間 外
勤 務 手 当

192

特 殊 勤
務 手 当

14

2.05月→2.1月（0.05月引上げ）

   　　　　　　　　　　

訳

説     明 備     考

区  　　　分

給　　　　与　　　　費

区　　　　　分

　　　　　　　　　　 

手
　
　
　
　
　
当

2.45月→2.5月（0.05月引上げ）

給　与　費　明　細　書

増減事由別内訳(千円)

区　　　　　分

手

の

本年度2人 前年度2人 増減0人

給
　
料
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３ 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

令和７年２月１日現在

令和６年２月１日現在

（２）初任給

高　　校　　卒

大　　学　　卒

（３）級別職員数 (級別の標準的な職務内容)

区　　　分 級

級 　構 成 比（％） 参　事・課　長

７級 副課長・副参事

６級 主 幹 ６級

令和７年２月１日現在 ５級 副 主 幹 ５級

４級 主 査 ４級

３級 １００．０ 副 主 査 ３級

２級 主 任 主 事 ２級

１級 主 事 １級

計 １００．０

級 　構 成 比（％）

７級

６級

令和６年２月１日現在 ５級

４級

３級 ５０．０

２級 ５０．０

１級

計 １００．０

７級

区　　　　分  一　般　職 （円）
国の制度

 一　般　職 （円）

１９４，５００

２２５，６００

１８８，０００

２２０，０００

区　　　分
一　　　　　　般　　　　　　職

 職員数 (人）

区　　　　分
一　　　　　　般　　　　　　職

 職員数 (人）

１

１

２

２

区　　　　　　　　　分 一　　般　　職

３０２，４００

３３４，０４４

３７歳３月

２７７，２００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

２

３０７，８３２

３６歳３月
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

＊（　　）内は再任用勤務職員の支給率

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（７）地域手当

(％) ５

(人) ２

(％) ５

（８）その他の手当

(１.２００) (１.２００) (２.４０)

(１.１７５) (１.１７５) (２.３５)
２.３００

一般会計の制度

本　　年　　度

前　　年　　度

有

有

有
２.３００ ４.６０

２.２５０

１００．０

２ 

４７.７０９４７.７０９３３.２７０７５

の者(月分)

２ 

１００．０

合 計

２ 

２ 

１００．０

一般職

２ 

２ 

１００．０

２ 

２ 

一般職

２ 

２ 

１号給 （人）

３号給 （人）

合 計

２ 

２ 

備　考

備　考

区　　　　　　　　分

職　 員 　数    （Ａ）(人）

昇給に係る職員数（Ｂ）(人）

 比  率 （Ｂ）/（Ａ）（％）

号給別内訳

(２.４０)

２号給 （人）

（月分）
支 給 率 計

４.５０

４.６０

支 給 期 別 支 給 率  職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

２.３００

２.２５０

２.３００

４号給 （人）

区　　　　　　　　分

１号給 （人）

号給別内訳

前
　
　
年
　
　
度

区　　　分

４号給 （人）

本
　
　
年
　
　
度

２号給 （人）

６号給 （人）

職　 員 　数    （Ａ）(人）

昇給に係る職員数（Ｂ）(人）

 比  率 （Ｂ）/（Ａ）（％）

　６月（月分） １２月（月分）

６号給 （人）

３号給 （人）

最高限度
 　　 (月分)

(１.２００)

そ　の　他　の
加 算 措 置 等

(１.２００)

３５年勤続２０年勤続

（支給率等）

同

の者(月分)
２５年勤続
の者(月分)

２４.５８６８７５

区　 　分

支 給 率 等

一般会計の制度

同

４７.７０９２４.５８６８７５
（２％～２０％加算）

４７.７０９
定年前早期退職特例措置

区 分 一般会計の制度との異同

支 給 対 象 地 域

３３.２７０７５

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

支　　給　　率

支給対象職員数

全　地　域

一般会計の制度
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借入残額の年
利4.0％以内

限度額に同じ

下水道料金調定
・公営企業会計
シ ス テ ム 等
賃貸借業務委託

16,959千円
令和７年度から

令和１０年度まで
16,959千円 限度額に同じ

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

水洗便所改造
資金利子補給

借入残額の年
利4.0％以内

限度額

令和７年度から
令和９年度まで

債務負担行為に関する調書

左の財源内訳

損益勘定
留保資金

金額期間金額期間

事項

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額
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（単位：円）

（１）

イ 34,273,982

ロ 6,301,080,991

△ 2,430,154,611 3,870,926,380

ハ 112,154,233

△ 78,107,857 34,046,376

二 1,564,543

△ 1,486,085 78,458

ホ 320,532

△ 288,357 32,175

ヘ 463,222,814

4,402,580,185

（２）

イ 1,035,611,282

△ 24,053,000 1,011,558,282

ロ 771,400

1,012,329,682

（３）

イ 86,728,704

86,728,704

5,501,638,571

（１） 518,170,698

（２） 40,217,917

558,388,615

6,060,027,186

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

令和７年度酒々井町下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

土 地

投資その他の資産合計

２　流　動　資　産

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

施 設 利 用 権

現 金 預 金

下 水 道 事 業 基 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定
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（単位：円）

（１）  

イ 527,603,242

（２） 0

527,603,242

（１） 38,488,602

（２） 3,399,542

（３） 600,000

イ 504,000

42,488,144

（１） 1,922,983,299

（２） △ 516,594,358

1,406,388,941

1,976,480,327

６　資　　本　　金

（１） 4,659,562,762

（２） 46,095,000

4,705,657,762

７　剰　　余　　金

（１） 46,770,332

46,770,332

（２）

イ 668,881,235

△ 668,881,235

△ 622,110,903

4,083,546,859

6,060,027,186

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

欠 損 金

一 般 会 計 出 資 金

未 払 金

賞 与 引 当 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

５　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

引 当 金

企 業 債

資 本 剰 余 金 計

３　固　定　負　債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

剰　　　 余　　 　金

他 会 計 借 入 金
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１　営 業 収 益

（１） 310,483,627

（２） 10,345,000

（３） 417,419 321,246,046

２　営 業 費 用

（１） 13,833,463

（２） 7,622,783

（３） 141,283,008

（４） 13,067,581

（５） 19,010,548

（６） 236,621,118 431,438,501

110,192,455

３　営 業 外 収 益

（１） 0

（２） 376,000

（３） 44,095,122

（４） 3,460,982 47,932,104

４　営 業 外 費 用

（１） 8,408,739 8,408,739 39,523,365

70,669,090

５　特　別　損　失

（１） 過年度損益修正損 0 0 0

70,669,090

6,942,000

555,174,145

618,901,235

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 純 損 失

総 係 費

雨 水 処 理 負 担 金

流 域 下 水 道 維 持 管 理 費

経 常 損 失

減 価 償 却 費

営 業 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

受 取 利 息 及 び 配 当

他 会 計 補 助 金

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 収 益

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

令和６年度酒々井町下水道事業損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

ポ ン プ 場 費

下 水 道 使 用 料

(単位：円）

前 年 度 繰 越 欠 損 金

業 務 費

管 渠 費

そ の 他 営 業 収 益
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（単位：円）

（１）

イ 34,273,982

ロ 6,301,080,991

△ 2,230,181,611 4,070,899,380

ハ 112,154,233

△ 73,239,857 38,914,376

二 1,564,543

△ 1,408,085 156,458

ホ 320,532

△ 216,357 104,175

ヘ 328,801,814

4,473,150,185

（２）

イ 1,024,970,282

ロ 771,400

1,025,741,682

（３）

イ 86,728,704

86,728,704

5,585,620,571

（１） 528,227,566

（２） 34,297,679

562,525,245

6,148,145,816

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

工 具 器 具 及 び 備 品

固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

現 金 預 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

車 両 運 搬 具

構 築 物

令和６年度酒々井町下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

未 収 金

投資その他の資産合計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

無 形 固 定 資 産 合 計

下 水 道 事 業 基 金

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権
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（単位：円）

（１）  

イ 549,091,844

（２） 26,000,000

575,091,844

（１） 41,689,750

（２） 2,859,422

（３） 495,000

イ 416,000

45,044,172

（１） 1,889,450,299

（２） △ 472,393,358

1,417,056,941

2,037,192,957

６　資　　本　　金

（１） 4,659,562,762

（２） 46,095,000

4,705,657,762

７　剰　　余　　金

（１） 24,196,332

24,196,332

（２）

イ 618,901,235

△ 618,901,235

△ 594,704,903

4,110,952,859

6,148,145,816

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

欠 損 金

一 般 会 計 出 資 金

未 払 金

賞 与 引 当 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

５　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

引 当 金

企 業 債

資 本 剰 余 金 計

３　固　定　負　債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

剰　　　 余　　 　金

他 会 計 借 入 金
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  注１）固定資産の減価償却の方法 

   （1）有形固定資産 

    ・減価償却の方 法   定額法 

    ・主 な 耐 用 年 数   構築物：５０年、機械及び装置：１５年 

   （2）無形固定資産 

    ・減価償却の方 法   定額法 

  注２）引当金の計上方法 

   （1）退職手当引当金 

     職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、

退職手当引当金は計上していない。 

   （2）賞与引当金 

     職員の期末・勤勉手当の支出に備えるため、本年度末における支給見込額に

基づき、本年度の負担に属する額を計上している。 

   （3）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。 

   （4）法定福利費引当金 

     職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、本年度末にお

ける支給見込額に基づき、本年度の負担に属する額を計上している。 

 


